
（別添４） 
法令遵守（本人確認・保険募集） 

 

 

 （現行） （改訂案） 

項 目 法令等遵守態勢のチェック項目 法令等遵守態勢のチェック項目に係る説明 備 考 法令等遵守態勢のチェック項目 法令等遵守態勢のチェック項目に係る説明 備 考 

Ⅲ．遵守体制（態

勢）が機能して

いるか否かの

チェック体制

の整備状況 
 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

 ２．「コンプライアンス環境」の

チェック 
２．コンプライアンス等の法務問題の一元管理体制の整備状況 

（略） 

（新設） 

 ２．「コンプライアンス環境」の

チェック 
２．コンプライアンス等の法務問題の一元管理体制の整備状況 

（略） 

⑺ テロ資金供与やマネー・ローンダリングの防止等に適切に対処す

るため、顧客の本人確認を行うなど、顧客管理体制を整備してい

るか。 

① 顧客管理に関する統括部門を設置するなど責任体制を確立し

ているか。 

② テロ資金供与又はマネー・ローンダリングに係る疑いのある

取引に関する情報について、行政庁に対し速やかに届け出てい

るか。（また、届出漏れがないか事後的に検証しているか。） 

③ 顧客管理の方法等に関するマニュアルを作成するとともに、

定期的に研修を実施するなど職員等に対し周知徹底を図ってい

るか。 

④ 顧客の本人確認に関する記録及び顧客との取引に係る記録が

速やかに作成され、法令に定められた期間、適切に保存されて

いるか。 

⑤ 顧客管理体制について定期的に内部監査を実施しているか。

 

 

Ⅴ．金融機関とそ

の経営者等が

遵守すべき具

体的な法令等 

１．法規制の概要 （略） 

４．「金融取引」に関する法規制 

 ⑴ 民法・商法・手形法・小切手法 

 ⑵ 電子消費者契約及び電子承諾通知に関する民法の特例に関する

法律 

 ⑶ 特別背任罪（商法４８６条１項）・背任罪（刑法２４７条）・業務

上横領罪（刑法２５３条） 

 ⑷ 利息制限法 

 ⑸ 出資法 

 ⑹ 組織犯罪処罰法 

 １．法規制の概要 （略）  

４．「金融取引」に関する法規制 

⑴ 民法・商法・手形法・小切手法 

 ⑵ 電子消費者契約及び電子承諾通知に関する民法の特例に関する

法律 

⑶ 特別背任罪（商法４８６条１項）・背任罪（刑法２４７条）・業務

上横領罪（刑法２５３条） 

 ⑷ 利息制限法 

 ⑸ 出資法 

 ⑹ 組織犯罪処罰法 

 



（別添４） 
法令遵守（本人確認・保険募集） 

 

 （現行） （改訂案） 

項 目 法令等遵守態勢のチェック項目 法令等遵守態勢のチェック項目に係る説明 備 考 法令等遵守態勢のチェック項目 法令等遵守態勢のチェック項目に係る説明 備 考 

 ⑺ 預金等に係る不当契約の取締に関する法律 

 ⑻ 預金保険法 

                                 

 ⑺ 預金等に係る不当契約の取締に関する法律 

 ⑻ 預金保険法 

 ⑼ 金融機関等による顧客等の本人確認等に関する法律 

 

 

 ２．「銀行経営」に関する法規制

（主なもの） 
１．増資ルール違反（商法２８０条ノ２以下） 

２．虚偽のディスクローズ（銀行法第６３条・６４条、金融機能再生法

第７８条・８６条 証取法１９７条・２０７条、商法４９８条） 

３．粉飾決算・違法配当（商法２９０条、４８６条、４８９条） 

４．特定関係者（子会社等）との取引規制違反（銀行法１３条ノ２）

５．役員の兼任禁止違反（銀行法７条、６５条） 

６．他業禁止業務（銀行法１２条、６５条） 

７．監督当局への報告（銀行法５３条、６３条） 

８．反社会的勢力との関係遮断（総会屋等への利益供与－－－商法２９

４条ノ２、４９７条） 

９．疑わしい取引の届出等（組織犯罪処罰法第５４条） 

10．貸出金利にかかわる共同行為・預金レートの談合（独禁法３条）

 ２．「銀行経営」に関する法規制

（主なもの） 
１．増資ルール違反（商法２８０条ノ２以下） 

２．虚偽のディスクローズ（銀行法第６３条・６４条、金融機能再生法

第７８条・８６条 証取法１９７条・２０７条、商法４９８条） 

３．粉飾決算・違法配当（商法２９０条、４８６条、４８９条） 

４．特定関係者（子会社等）との取引規制違反（銀行法１３条ノ２）

５．役員の兼任禁止違反（銀行法７条、６５条） 

６．他業禁止業務（銀行法１２条、６５条） 

７．監督当局への報告（銀行法５３条、６３条） 

８．反社会的勢力との関係遮断（総会屋等への利益供与－－－商法２９

４条ノ２、４９７条） 

９．疑わしい取引の届出等（組織犯罪処罰法第５４条） 

10．貸出金利にかかわる共同行為・預金レートの談合（独禁法３条）

11. 本人確認等（本人確認法３条、外為法１７条、１８条、２２条の２） 

12．本人確認記録の作成、保存（本人確認法４条、外為法１８条の３、

２２条の２）、 

13．取引記録の作成、保存（本人確認法５条） 

 

 ３．「貸付業務」に関する法規制

（主なもの） 
１．大口融資規制違反（迂回融資を含む）（銀行法13条） 

２．不法な使途目的に対する貸付 

 ⑴ 売春防止法１３条以下 

 ⑵ 犯罪に加担すれば共犯となる（刑法６０条、６２条） 

 ⑶ 公序良俗違反（民法９０条） 

３．専決権限規定違反の融資 

 ⑴ 分割貸付（同一人に融資するのであるが、法令や内部規定の制限

を免れるため、名義を分割し、形式的には複数の人に融資をする形

式をとる貸付） 

 ⑵ 稟議違反（稟議承認を得るために、つけられた条件に違反する融

資を実行する。） 

⑶ 無稟議（稟議をしなければ融資をできないにもかかわらず、稟議

をしないで融資を実行する。） 

 

 ３．「貸付業務」に関する法規制

（主なもの） 
１．大口融資規制違反（迂回融資を含む）（銀行法13条） 

２．不法な使途目的に対する貸付 

 ⑴ 売春防止法１３条以下 

 ⑵ 犯罪に加担すれば共犯となる（刑法６０条、６２条） 

 ⑶ 公序良俗違反（民法９０条） 

３．専決権限規定違反の融資 

 ⑴ 分割貸付（同一人に融資するのであるが、法令や内部規定の制限

を免れるため、名義を分割し、形式的には複数の人に融資をする形

式をとる貸付） 

 ⑵ 稟議違反（稟議承認を得るために、つけられた条件に違反する融

資を実行する。） 

⑶ 無稟議（稟議をしなければ融資をできないにもかかわらず、稟議

をしないで融資を実行する。） 

 

 



（別添４） 
法令遵守（本人確認・保険募集） 

 

 （現行） （改訂案） 

項 目 法令等遵守態勢のチェック項目 法令等遵守態勢のチェック項目に係る説明 備 考 法令等遵守態勢のチェック項目 法令等遵守態勢のチェック項目に係る説明 備 考 

４．取締役に対する貸付（銀行法１４条） 

 ⑴ 貸出条件が、当該銀行の信用供与の通常の条件に照らして、当該

銀行に不利益を与えるものであってはならない。 

 ⑵ 取締役会の承認決議は取締役の３分の２以上の多数をもって行

わなければならない。 

 ⑶ 業務報告書・中間業務報告書への記載（銀行法１９条） 

５．金利制限違反（利息制限法など） 

６．浮貸し（出資法３条、刑法２５３条、商法４８６条） 

７．過当な歩積・両建預金（独禁法１９条） 

８．情実融資（商法４８６条） 

４．取締役に対する貸付（銀行法１４条） 

 ⑴ 貸出条件が、当該銀行の信用供与の通常の条件に照らして、当該

銀行に不利益を与えるものであってはならない。 

 ⑵ 取締役会の承認決議は取締役の３分の２以上の多数をもって行

わなければならない。 

 ⑶ 業務報告書・中間業務報告書への記載（銀行法１９条） 

５．金利制限違反（利息制限法など） 

６．浮貸し（出資法３条、刑法２５３条、商法４８６条） 

７．過当な歩積・両建預金（独禁法１９条） 

８．情実融資（商法４８６条） 

９. 本人確認（本人確認法３条） 

10．本人確認記録の作成、保存（本人確認法４条）、 

11．取引記録の作成、保存（本人確認法５条） 

 ４．「預金業務」に関する法規制

（主なもの） 
１．マル優預金の濫用（無資格者、資格喪失者、限度額超過）（所得税

法１０条） 

２．マネー・ローンダリング（本人確認の懈怠－外為法１８条、金融機

関等による疑わしい取引の届出等－組織犯罪処罰法第５４条、犯罪収

益等隠匿及び収受－組織犯罪処罰法第１０条及び第１１条） 

３．預金者等に対する情報提供（銀行法１２条ノ２） 

４．導入預金（預金等に係る不当契約の取締に関する法律） 

５．預金保険機構への預金等に関する資料提出に必要なデータベース及

び電子情報処理組織の整備等（預金保険法５５条の２） 

６．不適当な紹介預金 

７．ノン・バンクを利用した協力預金 

 ４．「預金業務」に関する法規制

（主なもの） 
１．マル優預金の濫用（無資格者、資格喪失者、限度額超過）（所得税

法１０条） 

２．マネー・ローンダリング（金融機関等による疑わしい取引の届出等

－組織犯罪処罰法第５４条、犯罪収益等隠匿及び収受－組織犯罪処罰

法第１０条及び第１１条） 

３．預金者等に対する情報提供（銀行法１２条ノ２） 

４．導入預金（預金等に係る不当契約の取締に関する法律） 

５．預金保険機構への預金等に関する資料提出に必要なデータベース及

び電子情報処理組織の整備等（預金保険法５５条の２） 

６．不適当な紹介預金 

７．ノン・バンクを利用した協力預金 

８．本人確認（本人確認法３条、外為法１８条、２２条の２） 

９．本人確認記録の作成、保存（本人確認法４条、外為法１８条の３、

２２条の２）、 

10．取引記録の作成、保存（本人確認法５条） 

 

 ５．「付随業務」に関する法規制

（主なもの） 
・証券業務 
・投信窓販業務 
・外為業務 
                

１．証券業務 

 ⑴ 不当勧誘行為（取引一任勘定取引など）の禁止（証取法４２条）

 ⑵ 損失補填の禁止（証取法４２条の２） 

 ⑶ 詐欺的行為の禁止（証取法１５７条、１５８条、１６８条ないし

   １７１条） 

 ⑷ 相場操縦の禁止（証取法１５９条など） 

 ⑸ インサイダー取引の禁止（証取法１６３条ないし１６７条） 

 ５．「付随業務」に関する法規制

（主なもの） 
・証券業務 
・投信窓販業務 
・保険募集業務 
・外為業務 
               

１．証券業務 

 ⑴ 不当勧誘行為（取引一任勘定取引など）の禁止（証取法４２条） 

 ⑵ 損失補填の禁止（証取法４２条の２） 

 ⑶ 詐欺的行為の禁止（証取法１５７条、１５８条、１６８条ないし 

   １７１条） 

 ⑷ 相場操縦の禁止（証取法１５９条など） 

 ⑸ インサイダー取引の禁止（証取法１６３条ないし１６７条） 

 



（別添４） 
法令遵守（本人確認・保険募集） 

 

 （現行） （改訂案） 

項 目 法令等遵守態勢のチェック項目 法令等遵守態勢のチェック項目に係る説明 備 考 法令等遵守態勢のチェック項目 法令等遵守態勢のチェック項目に係る説明 備 考 

 

 

 

 

 

２．外為業務 

 ⑴ 確認義務（外為法１７条ないし１８条） 

 ⑵ 事後報告（外為法６章の２） 

２．保険募集業務 

⑴ 保険募集の制限（保険業法２７５条) 

⑵ 権限等の明示・開示（保険業法２９４条、２９６条、２９７条） 

⑶ 保険契約の締結又は保険募集に関する禁止行為（保険業法３００

条） 

３．外為業務 

 ⑴ 確認義務（外為法１７条、１８条、２２条の２） 

 ⑵ 本人確認記録の作成、保存（外為法１８条の３、２２条の２）

⑶ 事後報告（外為法６章の２） 

 
 
 



（別添４） 
事務リスク（本人確認・保険募集） 

 

 

 （現行） （改訂案） 

項 目 リスク管理態勢のチェック項目 リスク管理態勢のチェック項目に係る説明 備 考 リスク管理態勢のチェック項目 リスク管理態勢のチェック項目に係る説明 備 考 

Ⅲ．事務リスク管

理態勢 
 
（略） 
 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

２．営業店の役割 
 
 
    

（略） （略）  （略） （略）  

 （新設） （新設）  ⑷ 顧客管理 ⑷ 顧客の本人確認を行うなど、顧客管理体制を整備しているか。 

① 顧客管理に関する責任者を置くなど責任体制を確立しているか。 

② テロ資金供与又はマネー・ローンダリングに係る疑いのある取引

に関する情報について、本部の統括部門に対し速やかに報告してい

るか。 

③ 顧客管理の方法等に関するマニュアルを各職員に配布するとと

もに、定期的に研修を実施するなど職員等に対し周知徹底を図って

いるか。 

④ 顧客の本人確認に関する記録及び顧客との取引に係る記録を速

やかに作成し、法令に定められた期間、適切に保存しているか。 

 

 

 ⑷ 自店検査の機能発揮 ⑷ 実施基準、実施要領に基づき、実効性ある自店検査を実施している

か。 

  また、その結果を内部監査部門へ報告しているか。 

 ⑸ 自店検査の機能発揮 ⑸ 実施基準、実施要領に基づき、実効性ある自店検査を実施している

か。 

  また、その結果を内部監査部門へ報告しているか。 

 



（別添４） 
事務リスク（本人確認・保険募集） 

 

 

 （改訂前） （改訂後） 

項 目 リスク管理態勢のチェック項目 リスク管理態勢のチェック項目に係る説明 備 考 リスク管理態勢のチェック項目 リスク管理態勢のチェック項目に係る説明 備 考 

Ⅳ．事務取扱等 ⑴ 内部業務 ⑴ 内部業務の取扱について、例えば以下の点に留意しているか。 

① 現金・現物の管理 

イ．役席者による残高管理 

ロ．現金事故の連絡 

② 便宜扱い等の異例扱いによる取引 

イ．便宜扱い等の異例扱いの記録 

ロ．営業店長又は役席者の承認 

ハ．便宜扱い等の異例扱いの補完処理 

ニ．便宜扱い等の異例扱いの多発先、経常先及びその担当者等のチ

ェック 

③ 役席キーを使用する取引 

イ．起算取引などの特殊取引のチェック 

ロ．役席キーを必要とする重要取引の選別 

④ 過振りの発生状況 

イ．決済懸念のない先等過振先の確定 

ロ．資金負担の発生する取引に対する事前の承認 

⑤ 書損証書等の取扱  

⑥ 手数料徴求・物件費支払い 

⑦ 喪失届の取扱 

⑧ 総合振込、資金化前振込の管理 

⑨ 店頭預り物件の保管状況 

⑩ ＣＤカードの管理 

⑪ 手形取扱、小切手取扱、内国為替取扱・送金、外国為替 

⑫ マネー・ローンダリング関連 

イ．本人確認の懈怠（事務ガイドライン「別添連絡文書集」麻薬等

の薬物の不正取引に伴うマネー・ローンダリングの防止につい

て）口座の開設、貸金庫の貸与、保護預り、信託取引又は大口現

金取引を行う場合（事務ガイドライン） 

ロ．金融機関等による疑わしい取引の届出（組織犯罪処罰法第５４

条） 

ハ．犯罪収益等隠匿及び収受（組織犯罪処罰法第１０条及び第１１

条） 

 ⑴ 内部業務 ⑴ 内部業務の取扱について、例えば以下の点に留意しているか。 

① 現金・現物の管理 

イ．役席者による残高管理 

ロ．現金事故の連絡 

② 便宜扱い等の異例扱いによる取引 

イ．便宜扱い等の異例扱いの記録 

ロ．営業店長又は役席者の承認 

ハ．便宜扱い等の異例扱いの補完処理 

ニ．便宜扱い等の異例扱いの多発先、経常先及びその担当者等のチ

ェック 

③ 役席キーを使用する取引 

イ．起算取引などの特殊取引のチェック 

ロ．役席キーを必要とする重要取引の選別 

④ 過振りの発生状況 

イ．決済懸念のない先等過振先の確定 

ロ．資金負担の発生する取引に対する事前の承認 

⑤ 書損証書等の取扱  

⑥ 手数料徴求・物件費支払い 

⑦ 喪失届の取扱 

⑧ 総合振込、資金化前振込の管理 

⑨ 店頭預り物件の保管状況 

⑩ ＣＤカードの管理 

⑪ 手形取扱、小切手取扱、内国為替取扱・送金、外国為替 

⑫ テロ資金供与・マネー・ローンダリング関連 

イ．本人確認、本人確認記録の作成・保存、取引記録の保存（本人

確認法３条、４条、５条、外為法１８条、１８条の３、２２条の

２） 

ロ．金融機関等による疑わしい取引の届出（組織犯罪処罰法第５４

条） 

ハ．犯罪収益等隠匿及び収受（組織犯罪処罰法第１０条及び第１１

条） 

 

 （略） （略）  （略） （略）  



（別添４） 
事務リスク（本人確認・保険募集） 

 

 （改訂前） （改訂後） 

項 目 リスク管理態勢のチェック項目 リスク管理態勢のチェック項目に係る説明 備 考 リスク管理態勢のチェック項目 リスク管理態勢のチェック項目に係る説明 備 考 

 （新設） （新設）  ⑹ 保険関係業務 ⑹ 保険関係業務の取扱について、例えば以下の点に留意しているか。 

① 責任者等を置くなど責任体制の確立 

② 保険業法等に沿った規定の整備 

③ 職員に対する周知徹底 

④ 適切な業務運営の確保 

イ．取引上の優越的地位を不当に利用して保険募集をするなどの弊

害を防止するための措置の徹底 

ロ．保険商品のリスク等について顧客に対する適切かつ十分な説明

及び運用状況等の情報提供 

 

 

 ⑹ その他業務 ⑹ その他業務の取扱について、例えば以下の点に留意しているか。

① 商品ファンド 

イ．名義貸し、金銭等の貸付・媒介、不当な勧誘等禁止行為等の投

資家保護等のための規制に留意した業務運営の確保 

ロ．元本割れ等のリスクを伴う商品であることの顧客に対する適切

かつ十分な説明 

ハ．職員に対する周知徹底 

② 抵当証券                 

イ．名義貸し、不当な勧誘等禁止行為等の購入者保護のための規制

に留意した業務運営の確保 

ロ．元利金を保証する契約であるか否か等商品内容についての購入

者に対する適切かつ十分な説明 

ハ．職員に対する周知徹底  

③ 貸付債権信託 

イ．顧客の知識や経験等に応じた勧誘 

ロ．顧客への適切かつ十分な説明 

ハ．職員に対する周知徹底 

④ 小口債権販売 

 ⑤ 地方公共団体等に対する債権の流動化 

 ⑥ 一般貸付債権の流動化 

 ⑦ ローン・パーティシペーション 

 ⑧ 外為業務 

イ．金融機関等による疑わしい取引の届出（組織犯罪処罰法第５４

条） 

ロ．犯罪収益等隠匿及び収受（組織犯罪処罰法第１０条及び第１１

 ⑺ その他業務 ⑺ その他業務の取扱について、例えば以下の点に留意しているか。

① 商品ファンド 

イ．名義貸し、金銭等の貸付・媒介、不当な勧誘等禁止行為等の投

資家保護等のための規制に留意した業務運営の確保 

ロ．元本割れ等のリスクを伴う商品であることの顧客に対する適切

かつ十分な説明 

ハ．職員に対する周知徹底 

② 抵当証券                 

イ．名義貸し、不当な勧誘等禁止行為等の購入者保護のための規制

に留意した業務運営の確保 

ロ．元利金を保証する契約であるか否か等商品内容についての購入

者に対する適切かつ十分な説明 

ハ．職員に対する周知徹底  

③ 貸付債権信託 

イ．顧客の知識や経験等に応じた勧誘 

ロ．顧客への適切かつ十分な説明 

ハ．職員に対する周知徹底 

④ 小口債権販売 

 ⑤ 地方公共団体等に対する債権の流動化 

 ⑥ 一般貸付債権の流動化 

 ⑦ ローン・パーティシペーション 

 ⑧ 外為業務 

⑨ 両替業務 

 

 



（別添４） 
事務リスク（本人確認・保険募集） 

 

 （改訂前） （改訂後） 

項 目 リスク管理態勢のチェック項目 リスク管理態勢のチェック項目に係る説明 備 考 リスク管理態勢のチェック項目 リスク管理態勢のチェック項目に係る説明 備 考 

条 

ハ．金融機関等の本人確認義務 

ニ．金融機関等の本人確認の実施状況の報告（外為法第55条の２）

⑨ 両替業務 

イ．金融機関等による疑わしい取引の届出（組織犯罪処罰法第５４

条） 

ロ．犯罪収益等隠匿及び収受（組織犯罪処罰法第１０条及び第１１

条） 

ハ．金融機関等の本人確認義務 

 
 
 
 
 
 
 


